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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 2,084,160 3,132,816 3,083,540

経常利益 （千円） 307,699 489,991 522,906

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 201,133 261,992 293,358

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 201,541 295,775 303,463

純資産額 （千円） 2,422,538 2,850,657 2,531,388

総資産額 （千円） 2,876,023 3,418,206 3,137,097

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 95.29 111.52 135.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 94.16 110.73 133.83

自己資本比率 （％） 84.2 82.0 80.1

 

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 34.51 48.55

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しております。本制度の導入に伴い、当該信託口が保有する当社株

式を１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

　なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「２．　報告セグメントの変更

等に関する事項」をご参照ください。

 

EDINET提出書類

株式会社イノベーション(E32766)

四半期報告書

 2/19



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い国内外経済に深刻な

影響が長期間に及ぶとの懸念が高まっており、先行きは不透明な状況にあります。

　このような環境のもと、当社グループは、創業以来培ってきた営業、マーケティング、そしてテクノロジーのノ

ウハウを活用して、「法人営業の新しいスタイルを創造する」事業の拡大に取り組んでまいりました。当第３四半

期連結累計期間の売上高は、営業を中心とした人材採用の強化と費用対効果の高い集客施策の実施に加え、テレ

ワーク関連カテゴリーを中心とした掲載製品数の増加に伴い資料請求数が増加したことから、オンラインメディア

事業を中心に拡大基調で推移いたしました。また、前連結会計年度より連結子会社となりました株式会社

Innovation IFA Consultingが提供する金融プラットフォーム事業においても売上に寄与し始めてきたことによ

り、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は3,132,816千円（前年同期比50.3％増）、営業利

益は485,963千円（前年同期比58.0％増）、経常利益は489,991千円（前年同期比59.2％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は261,992千円（前年同期比30.3％増）となりました。

 

　当第３四半期連結累計期間の報告セグメント別の業績の詳細は、次のとおりであります。

　なお、前連結会計年度より新たに連結子会社となった株式会社Innovation IFA Consultingが提供しております

金融プラットフォーム事業は「その他」の事業区分としておりましたが、重要性が増したため第１四半期連結会計

期間より独立表記しております。前連結会計年度より新たに連結子会社となったため、前年同期比較情報はありま

せん。

 

（オンラインメディア事業）

　オンラインメディア事業の主力である「ITトレンド」におきましては、当第３四半期連結累計期間の来訪者数

（延べ人数）は13,849,436人（前年同期比14.3％増）となりました。また、掲載製品数が2,377製品（前年同期は

1,698製品）と前年同期に比べ40.0%増加したことに伴い資料請求数が増加したこと及び、ITトレンドEXPOが計画通

り進捗したこと等により、オンラインメディア事業の売上高は2,247,627千円（前年同期比29.6％増）、セグメン

ト利益は790,908千円（前年同期比26.5％増）となりました。

 

（ＩＴソリューション事業）

　ＩＴソリューション事業の主力製品である「List Finder」におきましては、当第３四半期連結会計期間のアカ

ウント数は484件（前年同期比3.9％増）となりました。また、アカウント当たりの単価は上昇し続けていること等

によりＩＴソリューション事業の売上高は357,109千円（前年同期比2.4％増）となりました。利益面におきまして

は、コクリポウェビナーのユーザーインターフェース機能改善開発等の結果、セグメント利益は71,524千円（前年

同期比31.7％減）となりました。

 

（金融プラットフォーム事業）

　金融プラットフォーム事業におきましては、独立系フィナンシャルアドバイザーの増員等による体制強化に注力

いたしました。当第３四半期連結累計期間における金融プラットフォーム事業の売上高は523,850千円、セグメン

ト利益は93,436千円となりました。
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　当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

　資産につきましては3,418,206千円となり、前連結会計年度末に比べ281,108千円増加いたしました。これは主

に、現金及び預金が42,680千円、前払費用が39,690千円、ソフトウエア仮勘定が42,191千円及び投資有価証券が

158,297千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　負債につきましては567,548千円となり、前連結会計年度末に比べ38,160千円減少いたしました。これは主に、

賞与引当金が47,268千円及びその他の流動負債が29,961千円増加し、未払費用が36,178千円及び未払法人税等が

73,757千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　純資産につきましては2,850,657千円となり、前連結会計年度末に比べ319,268千円増加いたしました。これは主

に、資本金と資本剰余金がそれぞれ10,517千円増加したこと及び親会社株主に帰属する四半期純利益261,992千円

を計上したことによるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は31,651千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）従業員数

①連結会社の状況

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループは業容の拡大に伴い、前連結会計年度に比べてそれぞれオン

ラインメディア事業において11名、ＩＴソリューション事業において２名、金融プラットフォーム事業において７

名、全社（共通）セグメントにおいて８名増加しております。

　なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員数であります。

②提出会社の状況

　当第３四半期累計期間において、当社は業容の拡大に伴い前事業年度に比べて全社（共通）セグメントにおいて

８名増加しております。

　なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,500,000

計 9,500,000

（注）　2021年６月24日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

7,000,000株増加し、9,500,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,399,600 2,399,600
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であり

ます。

計 2,399,600 2,399,600 － －

（注）　提出日現在発行数には、2022年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 2,399,600 － 1,001,746 － 981,156

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,397,700 23,977

完全議決権株式であり、株

主としての権利内容に何ら

限定のない当社における標

準となる株式であります。

単元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 1,900 － －

発行済株式総数  2,399,600 － －

総株主の議決権  － 23,977 －

（注）１．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式166株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として、株式会社日本カスト

ディ銀行（信託E口）が保有する当社株式43,900株（議決権439個）が含まれております。

３．当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

　当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、信託財産として株式会社日本カストディ銀行が当社株式

43,900株を保有しております。当該株式につきましては、四半期連結財務諸表においては会計処理基準に基づき

自己株式として計上しておりますが、前記「①　発行済株式」においては、会社法に規定する自己株式に該当せ

ず議決権も留保されているため、「完全議決権株式（その他）」に含めており、「議決権制限株式（自己株式

等）」または「完全議決権株式（自己株式等）」には含めておりません。なお、単元未満株式を166株保有して

おります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,997,781 2,040,461

受取手形及び売掛金 500,532 492,931

前払費用 30,141 69,832

その他 61,770 71,103

貸倒引当金 △397 △354

流動資産合計 2,589,828 2,673,974

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 13,978 12,889

工具、器具及び備品（純額） 8,086 5,966

有形固定資産合計 22,065 18,856

無形固定資産   

ソフトウエア 104,074 126,316

ソフトウエア仮勘定 29,610 71,801

無形固定資産合計 133,684 198,117

投資その他の資産   

投資有価証券 266,558 424,856

関係会社株式 6,600 6,600

従業員に対する長期貸付金 3,300 3,300

繰延税金資産 88,433 61,862

その他 27,137 31,264

貸倒引当金 △510 △625

投資その他の資産合計 391,519 527,257

固定資産合計 547,269 744,231

資産合計 3,137,097 3,418,206
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 164,250 153,714

未払法人税等 146,837 73,080

未払費用 138,912 102,733

賞与引当金 － 47,268

その他 143,120 173,082

流動負債合計 593,120 549,878

固定負債   

株式給付引当金 12,588 17,501

その他 － 168

固定負債合計 12,588 17,670

負債合計 605,709 567,548

純資産の部   

株主資本   

資本金 991,229 1,001,746

資本剰余金 970,639 981,156

利益剰余金 592,454 854,447

自己株式 △40,066 △37,607

株主資本合計 2,514,256 2,799,743

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △276 3,443

その他の包括利益累計額合計 △276 3,443

非支配株主持分 17,407 47,470

純資産合計 2,531,388 2,850,657

負債純資産合計 3,137,097 3,418,206
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 2,084,160 3,132,816

売上原価 1,056,891 1,554,540

売上総利益 1,027,268 1,578,275

販売費及び一般管理費 719,772 1,092,311

営業利益 307,496 485,963

営業外収益   

受取利息 61 1,516

助成金収入 － 4,319

雑収入 188 475

営業外収益合計 249 6,311

営業外費用   

支払利息 46 0

支払手数料 － 701

投資事業組合運用損 － 1,581

雑損失 0 －

営業外費用合計 46 2,283

経常利益 307,699 489,991

特別損失   

固定資産除却損 － 3,079

特別損失合計 － 3,079

税金等調整前四半期純利益 307,699 486,912

法人税、住民税及び事業税 119,457 169,927

法人税等調整額 △12,892 24,929

四半期純利益 201,133 292,055

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 30,062

親会社株主に帰属する四半期純利益 201,133 261,992
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 201,133 292,055

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 407 3,719

その他の包括利益合計 407 3,719

四半期包括利益 201,541 295,775

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 201,541 265,712

非支配株主に係る四半期包括利益 － 30,062
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、オンラインメディア事業の一部サービスについて、従来は、総額で収益を認識しておりました

が、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方

法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期

首残高に与える影響はありません。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価は、それぞれ9,533千円減少しております。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

 

（追加情報）

（従業員に対する株式給付信託（J-ESOP））

　当社は、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するイン

センティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

 

１．制度の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式

を給付する仕組みです。

　当社は、従業員に対し職位、個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得

したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予

め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

 

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間末におい

て37,672千円、43,900株であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 24,576千円 31,465千円

のれんの償却額 3,548千円 －千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2020年７月15日開催の当社取締役会決議に基づき、2020年７月31日に発行した第三者割当による行

使価額修正条項付新株予約権の行使により普通株式が379,500株増加いたしました。また、同日開催の当社取

締役会決議に基づき譲渡制限付株式を3,700株発行いたしました。この結果、新株予約権の行使による株式の

増加を含め資本金及び資本剰余金がそれぞれ643,170千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、資

本金が991,229千円、資本剰余金が970,639千円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３ 

オンライン
メディア事業

ＩＴ
ソリューション

事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,734,497 348,846 2,083,344 816 2,084,160

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,734,497 348,846 2,083,344 816 2,084,160

セグメント利益 625,147 104,681 729,829 △422,333 307,496

（注）１．外部顧客への売上高の調整額816千円は、非連結子会社からの経営指導料等であります。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
オンライン
メディア事業

ＩＴソリュー
ション事業

金融プラット
フォーム事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,247,627 357,109 523,850 3,128,587 4,229 3,132,816

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 2,247,627 357,109 523,850 3,128,587 4,229 3,132,816

セグメント利益 790,908 71,524 93,436 955,869 △469,905 485,963

（注） １．調整額の内容は以下のとおりであります。
(1) 外部顧客への売上高4,229千円は、非連結子会社からの経営指導料であります。
(2) セグメント利益の調整額△469,905千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。
全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、これまで「その他」に含めておりました「金融プラットフォーム事業」に

つきまして、金額的重要性が増したため、独立した報告セグメントとして扱うことといたしました。

　これにより、当社グループの報告セグメントは、「オンラインメディア事業」、「ＩＴソリューション事

業」、「金融プラットフォーム事業」の３区分に変更しており、当第３四半期連結累計期間のセグメント情

報は、変更後の報告セグメントに基づき作成したものを記載しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）
 

 

報告セグメント
調整額
（注）

合計
オンライン
メディア事業

ＩＴソリュー
ション事業

金融プラット
フォーム事業

計

ITトレンド 1,514,588 － － 1,514,588 － 1,514,588

ITトレンド　EXPO 332,444 － － 332,444 － 332,444

bizplay 151,131 － － 151,131 － 151,131

List Finder － 300,340 － 300,340 － 300,340

コクリポ － 56,769 － 56,769 － 56,769

金融商品仲介サービス － － 523,850 523,850 － 523,850

その他 249,463 － － 249,463 4,229 253,692

顧客との契約から生じ

る収益
2,247,627 357,109 523,850 3,128,587 4,229 3,132,816

外部顧客への売上高 2,247,627 357,109 523,850 3,128,587 4,229 3,132,816

（注）　「調整額」は、非連結子会社からの経営指導料であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 95円29銭 111円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 201,133 261,992

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
201,133 261,992

普通株式の期中平均株式数（株） 2,110,815 2,349,262

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 94円16銭 110円73銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 25,245 16,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変更があったものの概要

－ －

（注）　株式給付信託（J-ESOP）制度により信託口が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益」及び「潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

ます。（前第３四半期連結累計期間　47,159株　当第３四半期連結累計期間　47,105株）
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月14日

株式会社イノベーション

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　栄一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 南山　智昭

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イノ

ベーションの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から

2021年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イノベーション及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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